
公募型プロポーザルに係る手続き開始のお知らせ 

 

次のとおり提案書の提出を求めます。 

 平成２６年１１月１４日 

世田谷区 

１．業務の概要 

（１）契約予定件名  

世田谷西部地域地区計画見直し調査検討業務委託 

（２）目的 

本業務は、平成２５年度に都市計画法第１８条の２第１項の規定に基づき改定された世田谷

区都市整備方針に位置づけられた「土地区画整理事業を施行すべき区域」（以下「すべき区域」

という。）の市街地整備の方向性を踏まえ、今後のすべき区域における市街地整備の具体的か

つ効果的な方策として、世田谷西部地域地区計画（以下「本地区計画」という。）の見直しの

可能性を検討することを目的とする。 

（３）対象地域 

  世田谷西部地域地区計画策定範囲（１７地区 総面積：約７０９．４ｈａ） 

（４）業務内容 

【平成２６年度】 

①本地区計画区域内の概況について、整理する。 

 ア 目的と経緯、規制誘導の実態等 

 イ 本地区計画の効果と課題 

②道路率の検証。 

 ア 現況道路の整理（都市計画道路、建築基準法４２条１項１号道路及び４２条２項道路等） 

 イ 地区面積からの控除対象面積（１ｈａ以上の公共公益施設等）の算定 

 ウ 現況道路率と将来道路率（都市計画道路及び建築基準法４２条２項道路の拡幅整備後）

の算定 

③上記①～②を踏まえ、本地区計画の見直しの基本的考え方と課題について整理し、報告書を

作成する。 

ア 本地区計画の効果の検証 

イ 見直しの基本的な考え方の整理（見直しパターンの整理） 

ウ 見直しに向けた課題の整理（すべき区域における市街化予想線の取扱い、５３条許可の

考え方等） 

【平成２７年度】 

  ①平成２６年度の作業を踏まえ、道路ネットワーク方策の実現方策（案）の検討を行う。 

 ア 実現方策（案）の検討 

 イ モデル地区における検証（地区計画の考え方、道路整備量等） 

 ウ 実現方策の課題の整理 

（５）履行期間 

・契約締結の日から平成２８年３月２５日（金）まで 

   ・契約は年度ごとに行い、平成２７年度以降の契約は、前年度の履行内容が良好と認められ

ること、かつ当該契約に係る予算案が区議会で議決され予算配当があることを条件とする。 

 

２．プロポーザルに参加できる者の資格（資格要件、実績等） 

  提案提出者は、参加表明書提出日現在において次に掲げる条件を全て満たすものとする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第１６７条の１

１第１項において準用する場合も含む。）の規定に該当しないこと。また、同条第２項の規

定による措置を現に受けていないこと。 

（２）世田谷区の競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 

（３）世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（４）過去５年間に、すべき区域内で地区計画策定等の関連業務を行った実績を有すること 

（５）過去５年間に、世田谷区土地利用現況調査のデータを用いた業務を行った実績を有すること。 

 

３．提案書の提出者を選定する基準 

  本件では提出者の選定は行なわず、参加資格の確認のみを行う。参加資格が確認できた者には、

プロポーザル招請通知を１１月２８日（金）に発送する。 



 

４．提案書を特定するための評価基準 

  書類審査 

  ・企業実績 

・技術者の実績 

  ・業務実施体制 

  ・業務実施設計（業務の目的、内容の理解度など） 

  ・資料作成能力 

  ・参考見積り 

 

５．手続き等 

（１）担当部署 

都市整備部都市計画課都市計画担当 担当：高野・田中・佐藤・志村 

所在地：〒１５４－８５０４ 東京都世田谷区世田谷４－２１－２７ 

窓口：区役所第一庁舎４階４４番 

  電話番号：０３－５４３２－２４５５ 

  ファクシミリ番号：０３－５４３２－３０２３ 

（２）．説明書の交付期間、場所及び方法 

①期間 

平成２６年１１月１４日（金）から平成２６年１１月２７日（木）まで 

※土曜日、日曜日及び祝日を除く午前９時から午後３時まで（正午から午後１時を除く） 

②場所 

世田谷区都市整備部都市計画課（第一庁舎４階４４番） 

③方法 

  上記②の窓口にて希望者に配布する。（世田谷区ホームページからもダウンロード可） 

世田谷区公式ホームページ（トップページ）→住まい・街づくり・交通→お知らせ 

（３）．参加表明書等の受領期限、提出先及び提出方法等 

①提出期限 

平成２６年１１月２７日（木）午後３時まで（必着） 

②提出先 

  ５．（１）に同じ 

③提出方法 

  持参又は郵送  

（４）提案書の受領期間、提出先及び方法等 

①受領期間 

平成２６年１２月５日（金）から平成２６年１２月１９日（金）午後３時まで（必着） 

②提出先 

  ５．（１）に同じ 

（３）提出方法 

 Ａ４判、左上ホチキス留めとし、持参又は郵送（書留郵便に限る）により提出すること。 

 

６．その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨 【日本語及び日本国通貨に限る。】 

（２）契約保証金 【免除】 

（３）契約書作成の要否 【要】 

（４）当該業務に直接関連する他の業務の委託契約を随意契約により締結する予定の有無 

   【有】（平成２７年度 世田谷西部地域地区計画見直し調査検討業務委託 その２） 

（５）関連情報を入手するための照会窓口 【５．（１）に同じ】 

（６）区は、この案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の商号・名称ならびに提案書

を特定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

（７）詳細は説明書による。 

 


